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(57)【要約】
【課題】　携帯用切断機を提供する。
【解決手段】　携帯用切断機１は、モータを保持するハ
ウジングと、モータにより駆動されて被切断部材を切断
する切断刃と、ハウジングに接続され被切断部材に当接
する第１当接面６１Ｂを有し、第１当接面６１Ｂから切
断刃を突出させる開口部が形成される主ベース６１と、
主ベース６１に着脱可能に設けられ、切断刃に対して主
ベース６１の反対側に設けられ、第１当接面６１Ｂと共
に被切断部材に当接可能な第２当接面６２Ｃを有する補
助ベース６２と、第１当接面６１Ｂに交差する方向にお
ける第２当接面６２Ｃの位置を調整する位置調整機構７
と、を備えることを特徴としている。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　モータを保持するハウジングと、
　該モータにより駆動されて被切断部材を切断する切断刃と、
　該ハウジングに接続され、該被切断部材に当接する第１当接面を有し、該第１当接面か
ら該切断刃を突出させる開口部が形成される主ベースと、
　該主ベースに着脱可能に設けられ、該切断刃に対して該主ベースの反対側に設けられ、
該第１当接面と共に該被切断部材に当接可能な第２当接面を有する補助ベースと、
　該第１当接面に交差する方向における該第２当接面の位置を調整する位置調整機構と、
を備えることを特徴とする携帯用切断機。
【請求項２】
　該位置調整機構は、
　該第１当接面に略直交する方向における該第２当接面の位置を調整する位置調整手段と
、
　該主ベースに対する該補助ベースの装着方向における所望の位置において、該補助ベー
スを該主ベースに対して移動不能に固定する固定手段を備えることを特徴とする請求項１
に記載の携帯用切断機。
【請求項３】
　該位置調整機構は、複数の該位置調整手段と、複数の該固定手段とを有することを特徴
とする請求項２に記載の携帯用切断機。
【請求項４】
　該位置調整機構は、該第１当接面に略直交する方向における該第２当接面の位置を調整
するとともに、該補助ベースを該主ベースに対して移動不能に固定する位置調整固定手段
を有することを特徴とする請求項１に記載の携帯用切断機。
【請求項５】
　該位置調整機構は、該切断刃による該被切断部材の切断が進行する方向において該切断
刃よりも前方に設けられることを特徴とする請求項１乃至４のうちいずれか１に記載の携
帯用切断機。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は携帯用切断機に関し、特に主ベースに対して着脱可能な補助ベースを備える携
帯用切断機に関する。
【背景技術】
【０００２】
　図１１乃至図１４に示されるように、主ベース９６１に対して着脱可能な補助ベース９
６２を備える携帯用切断機９００が知られている（例えば、特許文献１参照）。携帯用切
断機９００は、図１３及び図１４に示されるように壁際の切断（以下際切りと呼ぶ）を行
う際には、補助ベース９６２を主ベース９６１から取外して切断作業を行う。補助ベース
９６２を取外すことにより、本体９０１を鋸刃９０３側と反対に傾倒して、主ベース９６
１の側面９６１Ｃと鋸刃９０３の切断位置を合わせることができる。一方、通常の切断作
業時には、携帯用切断機９００は補助ベース９６２を主ベース９６１に装着した状態で使
用される。補助ベース９６２を主ベース９６１に装着する構成として、主ベース９６１に
形成された案内孔９６１ａ、９６１ｂ（図１２）に補助ベースに設けられた棒部材９６２
Ｆを挿入してネジ９０８等で締付けて固定する構成がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００７－８０６３号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　携帯用切断機は、ベース底面を被切断材上において摺動しながら、切断作業を行うため
、ベース底面は平らであることが要求される。しかしながら、上述のような通常作業時に
補助ベースを主ベースに装着して用いる携帯用切断機では、主ベースと補助ベースとを精
度よく取付けることが難しく、主ベースの底面と補助ベースの底面とに段差が生じるとい
う問題があった。このような段差により、携帯用切断機を被切断材上において摺動させよ
うとすると、被切断材の一部に引っかかったり本体が被切断部材に対して傾いてしまうと
いう問題があった。
【０００５】
　よって本発明は、補助ベースが主ベースに装着されている際に、主ベースの底面と補助
ベースの底面とによって段差が生じない作業性の良い携帯用切断機を提供することを目的
とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するために本発明は、モータを保持するハウジングと、該モータにより
駆動されて被切断部材を切断する切断刃と、該ハウジングに接続され、該被切断部材に当
接する第１当接面を有し、該第１当接面から該切断刃を突出させる開口部が形成される主
ベースと、該主ベースに着脱可能に設けられ、該切断刃に対して該主ベースの反対側に設
けられ、該第１当接面と共に該被切断部材に当接可能な第２当接面を有する補助ベースと
、該第１当接面に交差する方向における該第２当接面の位置を調整する位置調整機構と、
を備えることを特徴とする携帯用切断機を提供する。
【０００７】
　このような携帯用切断機によれば、主ベースの第１当接面に交差する方向における補助
ベースの第２当接面の位置を調整して、第１当接面と第２当接面とを面一とすることがで
きる。よって、がたつきのない安定した状態で被切断部材を切断することができ、作業性
の良い携帯用切断機を提供することができる。
【０００８】
　上記構成の携帯用切断機において、該位置調整機構は、該第１当接面に略直交する方向
における該第２当接面の位置を調整する位置調整手段と、該主ベースに対する該補助ベー
スの装着方向における所望の位置において、該補助ベースを該主ベースに対して移動不能
に固定する固定手段を備えることが好ましい。
【０００９】
　このような構成によれば、作業者は、第２当接面と第１当接面との位置を調整するとと
もに、所望の位置において補助ベースを主ベースに固定することができる。よって、安定
して切断作業を行うことができる。
【００１０】
　また、該位置調整機構は、複数の該位置調整手段と、複数の該固定手段とを有すること
が好ましい。
【００１１】
　このような構成によれば、複数の位置調整手段及び固定手段を有するので、第１当接面
に対する第２当接面の位置決めをより精度よく行うことができる。
【００１２】
　また、該位置調整機構は、該第１当接面に略直交する方向における該第２当接面の位置
を調整するとともに、該補助ベースを該主ベースに対して移動不能に固定する位置調整固
定手段を有することが好ましい。
【００１３】
　このような構成によれば、補助ベースの第２当接面の位置調整と補助ベースの主ベース
への固定との両方を同一の位置調整固定手段によって行うので、操作性の良い携帯用切断
機を実現することができる。また、装置全体の大型化を抑制することができる。
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【００１４】
　また、該位置調整機構は、該切断刃による該被切断部材の切断が進行する方向において
該切断刃よりも前方に設けられることが好ましい。
【００１５】
　このような構成によれば、位置調整機構は切断進行方向において切断刃よりも前方に設
けられているので、第１当接面及び第２当接面のうち前端部のみを被切断部材に乗せて切
断作業を行う場合に安定した切断動作を行うことができる。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明の携帯用切断機によれば、補助ベースが主ベースに装着されている際のがたつき
を防止し作業性の向上が実現できる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の第１の実施の形態に係る携帯用切断機の平面図。
【図２】図１に示される携帯用切断機のII－IIに沿った断面図。
【図３】本発明の第２の実施の形態に係る携帯用切断機の平面図。
【図４】図３に示される携帯用切断機のIV－IVに沿った断面図（螺合状態）。
【図５】図４に示される携帯用切断機の位置調整固定手段近傍を示す部分拡大図（螺合状
態）。
【図６】図３に示される携帯用切断機のVI－VIに沿った断面図（螺合状態）。
【図７】図４に示される携帯用切断機のVII－VIIに沿った断面図（螺合状態）。
【図８】本発明の第２の実施の形態に係る携帯用切断機の螺合状態における位置調整固定
手段の動作を示す説明図。
【図９】図７に示される携帯用切断機の切替部材を押込んだ状態を示す断面図（解除状態
）。
【図１０】本発明の第２の実施の形態に係る携帯用切断機の解除状態における位置調整固
定手段の動作を示す説明図。
【図１１】従来の携帯用切断機を示す平面図。
【図１２】図１１に示される従来の携帯用切断機のXII－XIIに沿った断面図。
【図１３】従来の携帯用切断機の際切りを説明する説明図。
【図１４】従来の携帯用切断機の際切りを説明する説明図。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　本発明の第１の実施の形態による携帯用切断機である丸のこ１は、図１及び図２に示さ
れるように、ハウジング２と、丸のこ刃３と、ソーカバー４と、モータ５と、ベース部６
とから主に構成されている。
【００１９】
　ハウジング２は、モータ５を保持して収容する収容部２１と、収容部２１と一体のハン
ドル２２とから主に構成されている。ハンドル２２には、モータ５の駆動を制御する図示
せぬスイッチが設けられている。
【００２０】
　ソーカバー４は、モータ５に駆動される図示せぬ駆動系を収容し、この駆動系により丸
のこ刃３が回転駆動される。丸のこ刃３は回転することにより木材等の被切断部材を切断
する。ソーカバー４は、ハンドル２２に対して反収容部２１側においてハウジング２に接
続されている。ソーカバー４は金属製であって、丸のこ刃３の略半分を覆っている。
【００２１】
　ベース部６はハウジング２の下方に接続されている。ベース部６は、ハウジング２に接
続される主ベース６１と、主ベース６１に対して着脱可能な補助ベース６２とを備える。
主ベース６１は金属製であって略長方形の板材より構成されている。主ベース６１は、丸
のこ刃３を回転可能に支持し、長手方向が丸のこ刃３の切断方向と一致するように配置さ
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れている。補助ベース６２は、略Ｌ字形の金属板であって、丸のこ刃３に対して主ベース
６１の反対側に配置されている。補助ベース６２は、主ベース６１よりも幅が小さく長さ
が略等しい長方形の板状である底部６２Ａと、底部６２Ａに対して略直交する方向に延び
る側壁６２Ｂとを備えている。底部６２Ａは、後述の主ベース６１の底面６１Ｂ（図２）
と共に被切断部材に当接可能な底面６２Ｃ（図２）を有している。側壁６２Ｂの前端部６
２Ｄ及び後端部６２Ｅには、底部６２Ａに一部対向しながら略平行に延びる略円柱形状の
棒部材６２Ｆが設けられている。棒部材６２Ｆは、底部６２Ａの幅と主ベース６１の幅と
を合わせた長さに略等しい長さを有している。
【００２２】
　主ベース６１は、ハウジング２に接続される上面６１Ａと、上面６１Ａに対向し被切断
材に当接可能な底面６１Ｂ（図２）と、丸のこ刃３の近傍に位置し上面６１Ａと底面６１
Ｂ（図２）とを接続する側面６１Ｃとを有している。側面６１Ｃには、丸のこ刃３を底面
６１Ｂ（図２）から突出させる図示せぬ開口部である切欠が形成されている。
【００２３】
　主ベース６１の上面６１Ａのうち、一対の棒部材６２Ｆに対向する位置には、棒部材６
２Ｆを案内する案内溝６１ａが形成される案内部６１Ｄが設けられている。被切断部材の
切断が進行する切断方向において丸のこ刃３よりも前方に位置する方の案内部６１Ｄは、
側面６１Ｃ側に配置される位置調整手段７と、反側面６１Ｃ側に配置される固定手段８と
から成る位置調整機構を有している。
【００２４】
　位置調整手段７は、案内溝６１ａの側面６１Ｃ側端部を覆う支持部材７１と、支持部材
７１に対して回転可能に支持される調整ねじ７２と、調整ねじ７２の回転に伴い支持部材
７１内を上下動する移動部材７３と、調整ねじ７２を上方に付勢するばね７４とを有して
いる。
【００２５】
　支持部材７１は、略箱形状であって、案内溝６１ａの延びる方向に延び案内溝６１ａと
連通する貫通孔７１ａを有している。貫通孔７１ａは、棒部材６２Ｆの外径よりも大きい
径を有している。支持部材７１の上面７１Ａには、後述の調整ねじ７２の雄ねじ部７２Ａ
の径よりも略大きい径の貫通孔７１ｂが形成されている。支持部材７１の上面７１Ａには
ばね７４の一端が固定されている。
【００２６】
　調整ねじ７２は、雄ねじ部７２Ａと、雄ねじ部７２Ａに接続され一体的に回転する操作
部７２Ｂと、調整ねじ７２の移動可能範囲を規制する規制手段７２Ｃとを有している。具
体的には、規制手段７２Ｃは、支持部材７１及びばね７４と共に、雄ねじ部７２Ａと後述
の移動部材７３の雌ねじ部７３Ａとの螺合が外れない位置に調整ねじ７２を保持している
。
【００２７】
　移動部材７３は、支持部材７１に対して回転不能であって上下方向に移動可能に収容さ
れている。移動部材７３には、棒部材６２Ｆの外径よりも僅かに大きい径を有する貫通孔
７３ａが形成されている。移動部材７３は雄ねじ部７２Ａに螺合可能な雌ねじ部７３Ａを
有し、雌ねじ部７３Ａによって規定される雄ねじ部７２Ａの収容空間は貫通孔７３ａに連
通されている。
【００２８】
　固定手段８は、案内溝６１ａの反側面６１Ｃ側を覆う支持部材８１と、支持部材８１に
対して回転可能に支持される固定ねじ８２と、固定ねじ８２を支持部材８１に対して付勢
するばね８３を有している。支持部材８１には、支持部材７１に形成される貫通孔７１ａ
と対向し、同方向に延び、略同じ大きさの径を有する貫通孔８１ａが形成されている。ま
た、支持部材８１は後述の固定ねじ８２の雄ねじ部８２Ａに螺合可能な雌ねじ部８１Ａを
有し、雌ねじ部８１Ａによって規定される雄ねじ部８２Ａの収容空間は貫通孔８１ａに連
通されている。固定ねじ８２は、雄ねじ部８２Ａと、雄ねじ部８２Ａに接続され一体的に
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回転する操作部８２Ｂとを有している。ばね８３は、一端を支持部材８１の上端部に固定
され、他端を操作部８２Ｂに固定されている。
【００２９】
　次に、主ベース６１に対する補助ベース６２の装着について説明する。まず、補助ベー
ス６２の前側の棒部材６２Ｆを貫通孔７１ａ、７３ａ、案内溝６１ａ、貫通孔８１ａに挿
通して案内溝６１ａ内の所定の位置に配置すると同時に、後側の棒部材６２Ｆを案内溝６
１ａに挿通して案内溝６１ａ内の所定の位置に配置する。この状態で固定ねじ８２の操作
部８２Ｂをばね８３の付勢力に抗して回転させる。操作部８２Ｂの回転に伴い雄ねじ部８
２Ａが雌ねじ部８１Ａに螺合しながら降下するので、雄ねじ部８２Ａの下端によって棒部
材６２Ｆを案内溝６１ａの溝底に押圧して、補助ベース６２を主ベース６１に対して移動
不能に固定する。具体的には、補助ベース６２を主ベース６１に対して移動不能に固定す
る程度に、主ベース６１に対する補助ベース６２の装着方向（幅方向）における所望の位
置において棒部材６２Ｆを締付ける。次に、位置調整手段７の操作部７２Ｂを回転させる
と、雄ねじ部７２Ａと雌ねじ部７３Ａが螺合しているので、移動部材７３と調整ねじ７２
とは相対的に移動する。このとき、移動部材７３は支持部材７１に対して回転不能に支持
されており、かつ、調整ねじ７２は規制手段７２Ｃとばね７４とによって上下方向におけ
る位置が保持されているので、移動部材７３が上下方向に移動する。移動部材７３が上下
方向に移動することにより、貫通孔７３ａ内に配置される棒部材６２Ｆも一体的に上下動
する。このようにして、作業者は、操作部７２Ｂを回転させることにより、移動部材７３
を上下動させて微調整を行いながら、補助ベース６２の底面６２Ｃと主ベース６１の底面
６１Ｂとを任意の位置に設定することができる。
【００３０】
　このような構成によれば、主ベース６１の第１当接面である底面６１Ｂに交差する方向
の１つである上下方向における補助ベース６２の第２当接面である底面６２Ｃの位置を調
整して、底面６１Ｂと底面６２Ｃとを面一にすることができるので、がたつきのない安定
した状態で被切断部材を切断することができ、作業性の良い携帯用切断機を提供すること
ができる。
【００３１】
　また、作業者は、位置調整手段７によって底面６１Ｂと底面６２Ｃとの位置を調整する
とともに、固定手段８によって所望の位置において補助ベース６２を主ベース６１に対し
て移動不能に固定することができる。よって、安定して切断作業を行うことができる。
【００３２】
　また、位置調整手段７及び固定手段８が、丸のこ刃３が被切断部材を切断していく切断
進行方向において丸のこ刃３よりも前方に設けられているので、底面６１Ｂ及び底面６２
Ｃのうち前端部のみを被切断部材に乗せて切断作業を行う場合にも安定した切断動作を行
うことができる。
【００３３】
　次に、図３乃至図１０を参照して、本発明による第２の実施の形態に係る携帯用切断機
である丸のこ１０１について説明する。第１の実施の形態に係る丸のこ１は、底面６１Ｂ
と上下方向における底面６２Ｃの位置を調整する位置調整手段７と、主ベース６１の幅方
向における所望の位置で補助ベース６２を主ベース６１に対して移動不能に固定する固定
手段８とを別体として設ける構成であったが、第２の実施の形態に係る丸のこ１０１は、
位置調整手段７及び固定手段８の両方の機能を兼ねる位置調整固定手段１０７を備えてい
る。以下、第２の実施の形態について、第１の実施の形態と同一の部材について同一の符
号を付しその説明を省略する。
【００３４】
　図３乃至図１０に示されるように、丸のこ１０１は主ベース６１に代えて主ベース１６
１を備えている。主ベース１６１は、案内部６１Ｄ（図３）において位置調整手段７に代
えて位置調整固定手段１０７を有し、固定手段８に代えて抑え板１０８を有している。抑
え板１０８は、案内溝６１ａの反側面６１Ｃ側を覆うように設けられた略コ字型の板材で
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あって、案内部６１Ｄと共に棒部材６２Ｆの外形よりも僅かに大きい貫通孔１０８ａを形
成している。
【００３５】
　位置調整固定手段１０７は、案内溝６１ａの側面６１Ｃ側端部を覆う支持部材１７１と
、支持部材１７１に対して回転可能に支持される調整ねじ７２と、調整ねじ７２の回転に
伴い支持部材１７１内を上下動可能な移動部材７３と、調整ねじ７２と螺合可能な雌ねじ
部１７４Ａ（図７、図９）を有する切替部材１７４と、切替部材１７４を一定の付勢力で
付勢するばね１７５（図７、図９）とを有している。
【００３６】
　支持部材１７１は、支持部材７１の構成に加え、前端部及び後端部に開口１７１ａ、１
７１ｂ（図６、図７、図９）が形成され切替部材１７４を前後方向に摺動可能に支持する
切替部材支持部１７１Ａを有している。切替部材１７４は、図７に示されるように、長手
方向の長さが支持部材１７１の外形の前後方向の長さよりも長く、幅方向の長さが支持部
材１７１の内周の幅方向の長さと略同じ板状であって、前端部１７４Ｂの幅方向中央部に
は長孔１７４ｂが形成され、後端部１７１Ｃの幅方向両端部が切欠かれた形状を有してい
る。切替部材１７４の幅方向及び長手方向中央付近には、調整ねじ７２の雄ねじ部７２Ａ
と螺合可能な雌ねじ部１７４Ａが設けられている。前端部１７４Ｂの長孔１７１ａは、雌
ねじ部１７４Ａによって規定される雄ねじ部７２Ａを配置可能な空間に連通している。
【００３７】
　切替部材１７４は、ばね１７５によって支持部材１７１の後方から前方へ付勢されてお
り、ばね１７５の自然状態において支持部材１７１の開口１７１ａから前端部１７４Ｂが
突出している。以下、雌ねじ部１７４Ａと雄ねじ部７２Ａとが螺合している状態を螺合状
態、螺合状態の切替部材１７４の位置を第１の位置と呼ぶ。
【００３８】
　次に、主ベース１６１に対する補助ベース６２の装着について説明する。まず、補助ベ
ース６２の前側の棒部材６２Ｆを貫通孔７１ａ、７３ａ、案内溝６１ａ、貫通孔１０８ａ
に挿通して案内溝６１ａ内の所定の位置に配置すると同時に、後側の棒部材６２Ｆを案内
溝６１ａに挿通して案内溝６１ａ内の所定の位置に配置する。このとき図３乃至図８に示
されるように切替部材１７４が第１の位置にあり、この状態において操作部７２Ｂをばね
７４の付勢力に抗して回転させる。操作部７４Ｂの回転に伴い、雄ねじ部７２Ａが切替部
材１７４の雌ねじ部１７４Ａに螺合しながら降下するので、雄ねじ部７２Ａの下端によっ
て棒部材６２Ｆを移動部材７３に押圧して、補助ベース６２を主ベース１６１に対して移
動不能に固定する。具体的には、補助ベース６２を主ベース１６１に対して移動不能に固
定する程度に、主ベース１６１に対する補助ベース６２の装着方向（幅方向）における所
望の位置において棒部材６２Ｆを締付ける。図８に示されるように、貫通孔７３ａ内に配
置された棒部材６２Ｆまで調整ねじ７２を移動させることにより、棒部材６２Ｆは調整ね
じ７２によって移動部材７３に向けて押圧されて、補助ベース６２の幅方向において主ベ
ース１６１に対して移動不能に固定される。なお、調整ねじ７２は、雄ねじ部７２Ａが雌
ねじ部７３Ａに螺合しながら移動部材７３に対して相対的に移動する。具体的には、調整
ねじ７２が下方に移動するので、移動部材７３は移動しない。調整ねじ７２は、雌ねじ部
７３Ａによって規定された空間から下方に突出し、棒部材６２Ｆを移動部材７３に対して
締付けることができる。
【００３９】
　また、図９及び図１０に示されるように、切替部材１７４をばね１７５の付勢力に抗し
て前方から後方に向けて押込むと、切替部材１７４の雌ねじ部１７４Ａと調整ねじ７２の
雄ねじ部７２Ａとの螺合が解除される。以下、雌ねじ部１７４Ａと雄ねじ部７２Ａとの螺
合が解除された状態を解除状態と呼び、解除状態における切替部材１７４の位置を第２の
位置と呼ぶ。切替部材１７４が第２の位置にある場合には、第１の実施の形態に係る丸の
こ１と同様に、操作部７２Ｂを回転させると、雄ねじ部７２Ａと移動部材７３の雌ねじ部
７３Ａとが螺合していることにより、移動部材７３が調整ねじ７２に対して相対的に移動
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する。調整ねじ７２はばね７４と切替部材１７４とにより上下方向に移動不能に支持部材
１７１に保持されているので、移動部材７３が上下方向に移動する。例えば、図８に示さ
れる状態から切替部材１７４を第１の位置（図７）から第２の位置（図９）に押込み、操
作部７２Ｂを回転させると、図１０に示されるように調整ねじ７２Ｂと移動部材７３とは
互いに離間する方向に移動し、換言すれば、移動部材７３は下方に向かって移動する。そ
して、補助ベース６２の底面６２Ｃを上下方向における所望の位置に設定した後、切替部
材１７４を開放するとばね１７５の戻り力によって切替部材１７４が第１の位置に戻り、
切替部材１７４の雌ねじ部１７４Ａと調整ねじ７２の雄ねじ部７２Ａとが再度螺合する。
この状態で操作部７２Ｂを回転させることにより、棒部材６２Ｆを所望の位置において主
ベース１６１に対して移動不能に固定することができる。
【００４０】
　上述の丸のこ１０１によれば、補助ベース６２の底面６２Ｃの位置調整と主ベース１６
１への固定との両方を同一の位置調整固定手段１０７によって行うので、操作性の良い携
帯用切断機を実現することができる。また、装置全体の大型化を抑制することができる。
【００４１】
　本発明に係る携帯用切断機は、上述の実施の形態に限定されず、特許請求の範囲に記載
された範囲で種々の変形や改良が可能である。例えば、切断方向における後端部側の案内
溝６１ａ近傍にも、位置調整手段７、固定手段８、位置調整固定手段１０７を設けても良
い。複数の位置調整手段７及び固定手段８を設けることにより、主ベース６１の底面６１
Ｂに対する補助ベース６２の底面６２Ｃの位置決めをより精度よく行うことができる。
【００４２】
　上述の実施の形態では、固定手段８及び位置調整固定手段１０７によって棒部材７２Ｆ
の固定（仮締め）を行ってから位置調整手段７及び位置調整固定手段１０７によって棒部
材７２Ｆの位置を調整する手順を説明したが、仮締めを省略して、位置調整を行った後に
棒部材７２Ｆを固定してもよい。
【００４３】
　また、上述の実施の形態では、調整手段７及び位置調整固定手段１０７によって、上下
方向（底面６１Ｂに略直交する方向）における底面６１Ｂに対する底面６２Ｃの位置を調
整可能な構成を示したが、本発明はこれに限られず、底面６１Ｂに対して交差する方向に
おける底面６２Ｃの位置を調整する構成についても適宜応用することができる。
【００４４】
　また、棒部材７２Ｆを主ベース６１、１６１側に設け、案内部６１Ｄ、位置調整手段７
、固定手段８、位置調整固定手段１０７を補助ベース６２に設けてもよい。
【符号の説明】
【００４５】
１・・・丸のこ、２・・・ハウジング、３・・・丸のこ刃、４・・・ソーカバー、５・・
・モータ、６・・・ベース部、７・・・位置調整手段、８・・・固定手段、２１・・・収
容部、２１・・・反収容部、２２・・・ハンドル、６１・・・主ベース、６１Ａ・・・上
面、６１Ｂ・・・底面、６１Ｃ・・・側面、６１Ｄ・・・案内部、６１ａ・・・案内溝、
６２・・・補助ベース、６２Ａ・・・底部、６２Ｂ・・・側壁、６２Ｃ・・・底面、６２
Ｄ・・・前端部、６２Ｅ・・・後端部、６２Ｆ・・・棒部材、７１・・・支持部材、７１
Ａ・・・上面、７１ａ・・・貫通孔、７１ｂ・・・貫通孔、７２Ａ・・・雄ねじ部、７２
Ｂ・・・操作部、７２Ｃ・・・規制手段、７３・・・移動部材、７３Ａ・・・雌ねじ部、
７３ａ・・・貫通孔、８１・・・支持部材、８１Ａ・・・雄ねじ部、８１ａ・・・貫通孔
、８２Ｂ・・・操作部、１０７・・・位置調整固定手段、１０８・・・抑え板、１０８ａ
・・・貫通孔、１６１・・・主ベース、１７１・・・支持部材、１７１Ａ・・・切替部材
支持部、１７１Ｃ・・・後端部、１７１ａ・・・開口、１７４・・・切替部材、１７４Ａ
・・・後端部、１７４Ｂ・・・前端部、１７４ｂ・・・長孔
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